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（平成19年10月15日）




主催者挨拶

企画部次長（広域行政担当） 笹本 秀行

神奈川県企画部次長の笹本と申します。

本日は、「地方分権フォーラム～話し合お

う！自治基本条例等について～」にご参加い

ただきまして誠にありがとうございます。心

より感謝申し上げたいと思っております。

今、神奈川県では自治基本条例の制定に向

けて、県内各地でこうした形のフォーラムを

開催し、県民の皆様あるいは市町村の皆様か

らいろいろなご意見をいただきながら、具体

的な自治基本条例の中身を詰めていく作業を

行っているという状況でございます。ですが、

自治基本条例という言葉を皆様がお聞きにな

ったとしても、なかなか身近な問題として受

け取ることは難しいかと思っています。

現在、新聞報道などで地方の自立という言

葉が盛んに出ております。以前は都道府県や

市町村などの地方自治体は国の下請機関のよ

うな仕事が大半でして、どうしてもそれぞれ

の自治体が自分の地域の特性に沿った政策を

行っていくということが大変難しい状況でし

た。ところが平成 12 年に地方分権一括法と

いう大きな法律の改正があり、地方は今まで

の国の下請機関という立場ではなく、国から

独立した存在となりました。権限も財源も地

方に分与して、地方が主体的に決めていくと

いう社会システムを目指す方向で法律の改正

がなされました。

ただ、第一期の地方分権改革が行われ、今

まさに第二期の地方分権改革が行われようと

しているわけですが、国の抵抗が非常に激し

く、なかなか権限や財源を国が地方に渡さな

いというのが実情です。都道府県も市町村も

含め、本当の意味での地方の自立を図るため

にもしっかりと権限や財源を地方に渡すとい

うように国に働きかけるという運動を展開し

ている最中です。いずれにせよ、それぞれの

地方が自らのことを自ら決めていくという方

向性が時代の流れの中で避けがたい本流とな

っていることは間違い無いだろうと思ってい

ます。

地方のことは地方で決めなさいという自己

決定・自己責任という言葉があります。言葉

ではなかなか美しい言葉ですけれど、本当の

意味でそれぞれの地域のことは地域で決める

というシステムを具体的に構築して運用し、

成果を出していくことが問われているのはこ

れからの時代です。そのためにはもちろん行

政側の意識と行動も変わらなくてはなりませ

んし、県民の皆様方におきましてもこれから

は主体的に県政の情報を追っていく覚悟を示

さなければなりません。ご意見、ご提言を積

極的に打ち出していくことの積み重ねが本当

の意味で自治に繋がっていく部分だと思いま

す。例えばこうしたフォーラムで条例を制定

する前に柔らかい段階で素案を皆様にお示し

しご意見をいただくという行動も、ある意味

では自治に繋がっていくステップだろうと思

います。

後に私どもが現在考えている自治基本条例

の素案を担当の課長が説明いたします。県民

の皆様にとっては初めて聞く役所の言葉があ

り、なかなか理解しがたい部分もあるかと思

いますが、皆様から率直なご意見、ご提案を

賜ることが本日のフォーラムの趣旨ですので、

ぜひとも意見交換の場におきましては積極的

なご意見をいただければと思います。都道府

県における自治基本条例の制定は初めての試

みですので、私どもも試行錯誤してやってお

りますが、こういったフォーラムを重ねるこ

とによって皆様から率直なご意見を賜って皆

様と共に自治基本条例を作り上げていきたい

と思っておりますので、どうぞよろしくお願

いいたします。

簡単ではございますが、以上をもちまして

開催にあたっての挨拶とさせていただきます。

本日はどうぞよろしくお願いいたします。
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講 演（相模原会場）

「分権時代のまちづくりと自治の課題」

（財）地方自治総合研究所所長 辻山 幸宣

はじめに

１ 自然集落の運営

・自発的協力と共同性

・協議機関としての村寄合


（立法・司法・行政も）


２ 自治行政の誕生

・協力と共同性の失敗－代替組織


託す内容は共同意思形成


・共同意思形成の失敗－代替機関

（総代制度）


共同意思の決定代理


３ 近代の国家統治体制

・官のブロックにとりこまれた議会と行政

地方行政の自治社会からの分離

自治団体は経費負担

４ 高度成長と政府部門の機能拡大

・政治の論理が政府を自己増殖させる

・共同性の失敗が政府への依存を強める

（私化・人口移動に伴って）

・成長の失敗への対応（公害・都市問題）

・福祉国家政策への期待


（社会保障・高齢化）


・地方行政の業務拡大


（需要の発見－サービス行政）


５ 地方分権時代の自治体－自己決定（地域のこ

とは地域で決める）

①機関委任事務制度の廃止－条例主義

Ｉ字型構造からフラスコ状へ

②「新しい公共」への条件づくり

ゴミ たばこ 犬猫 落書き

子ども モラルなど

③協働型自治の設計

公共の担い手の発見・育成と分担関

係

④集大成としての自治基本条例

６ 自治基本条例とはなにを定めるのか

（１）自治体政府との信託関係を明記

（うまく運営させる：意思に沿って

運営させる）

自治体政府の行動の根拠・行動制約

自治体政府に留保する権限

（参加・決定）

（２）まちづくり憲法典（うまく社会運営

する：自治領域の奪還）

住民自治のルール（コミュニティ・

ＮＰＯ・ボランティア）

社会の運営原則（人権保障・協働・

補完）

住民の３側面（公共を担う住民、主

権者住民、消費者住民）の再認識
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素案説明

広域行政課長 川﨑 泰彦

これから自治基本条例について、ご説明を致

しますが、お手元の資料「自治基本条例につい

て」もご覧いただきながら、お聞きいただけれ

ばと思います。

まず自治基本条例の制定背景や制定状況な

ど、一般的なご説明について、簡単にさせてい

ただき、次にこのたび作成いたしました「神奈

川県自治基本条例（仮称）」の素案についてご

説明いたします。

自治基本条例とは何か、確立した定義はござ

いませんし、また、法律などで制定を義務付け

られたものではありません。

一般には、「自治体運営の基本理念、基本原

則等を定めた基本ルール」といわれています。

全国での自治基本条例の制定状況ですが、広

域行政課が把握している範囲では北海道のニ

セコ町まちづくり基本条例をはじめとして、約

８０の市町村において、制定されております。

議会についての規定がない「北海道行政基本

条例」のような例はありますが、都道府県では

まだ制定された例はありません。

なお、議会運営の基本ルールを定めた「議会

基本条例」が三重県や、いくつかの市町村で制

定されています。
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神奈川県内の市町村でもご覧のように神奈

川県内でも愛川町や川崎市など７市町で自治

基本条例を既に制定しております。検討中の９

市町を含めると、１６市町あり、全体の約半数

にも及んでいます。

こうした状況を都道府県単位で見ますと、本

県の状況は比較的多いといえます。

ちなみに制定した市町村と検討中の市町村

を合わせますと、人口約 320 万人、面積では

約 800 平方キロメートルとなります。県人口

が約 890万人、面積が約 2400平方キロメート

ルなので、人口と面積ともに全体の約１ /３を

占めることになります。

このように本県が全国に先駆けて条例制定

を目指す自治の風土、土壌、環境といったこと

も、大きな要素ではないでしょうか。

このように全国や県内の市町村で自治基本

条例の制定が進んでいる背景ですが、 2000 年 

4月に、いわゆる地方分権一括法が施行される

など、地方分権改革の進展により、国から地方

へ権限や財源の移譲が進む中、「自己決定」、「自

己責任」に基づいた自治が求められており、住

民自治の拡充を図り、住民意思を十分に反映し

た運営が必要となっており、そのための仕組づ

くりが求められているということがあげられ

ます。

広域自治体である県も、基礎自治体である市

町村と同様に、自治体であることに変わりはな

いことから、こうした広域自治体としての自治

の仕組みづくりが求められております。

神奈川県は、情報公開制度の創設など、これ

までも県民の皆さんに開かれた県政に努めて

まいりましたが、住民自治に根ざした県政を一

層推進するために、新たに県民の意思に基づく

県政運営を行うためのルールづくりが必要と

なっております。

ややもしますと、自治体の規模が大きくなれ

ばなるほど、住民の皆さんと行政の距離は遠く

なってしまいます。地方分権改革で手にした権

限や財源を住民のために、適切に行使していく

ため、住民の皆さんが行政に参加していただく

仕組みがあるか、ないかで、結果として、住民

福祉の向上に向けた施策、事業に影響もでてく

るのではないでしょうか。

したがいまして大規模な広域自治体である

本県が、このようなルールづくりに取り組むこ

とは大変意義のあることと考えております。
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県民の皆さんの意思に基づく県政運営を行

うためのルールということに関して、もう少し

詳しく説明させていただきます。

これは地方分権一括法制定以前の機関委任

事務制度の時代（ 2000 年以前）と 地方分権

改革の時代における国と地方、住民の関係を示

したものです。

機関委任事務制度の下では、国を上位とする

指揮命令の関係でしたが、地方分権一括法によ

り、この制度が廃止されまして、法律上、国・

都道府県・市町村の関係が「対等」の関係であ

るとされました。

このように、自治体は、以前は、国の命令に

基づいて仕事をしていれば、大方良しとされた

わけですが、分権時代には、自治体の裁量や自

由度が増してくることになりますので、住民の

意思に基づいて運営することが求められるこ

とになります。自治体運営の基本ルールづくり

として、自治基本条例を制定する背景には、こ

のような国全体の制度の変更があるわけでご

ざいます。

次に、これまでの自治基本条例の検討の経緯

について説明をさせていただきます。

まず本県の地方分権改革についての基本方

針である「地域主権実現のための中期方針」を

平成 16年３月に策定しましたが、その取組施

策の一つとして、平成 17 年 10 月に有識者か

らなる「神奈川県自治基本条例検討懇話会」を

設置して、条例の意義や規定内容を中心に検討

を行い、平成 18 年 11 月に知事に報告書が提

出されました。

その後、平成 19年１月から、この報告書を

もとに、改めて庁内で検討を行うとともに、県

内５会場での地方分権フォーラムの開催や説

明会、出前講座等を通じて意見交換を行うなど、

県民の皆さんや市町村からご意見を伺ってま

いりました。

さらに平成 19年７月には「地域主権実現の

ための基本方針」を策定し、その取組施策の一

つとして、自治基本条例等の策定に向けた取組

みを位置づけております。

こうした中で、これまでいただきましたご意

見を踏まえまして、このたび条例素案を作成い

たしました。

条例素案のポイントとしては、

まず１点目として、県民の皆さんが主人公で

あることを明示し、県民の皆さんが自らの意思

に沿って広域自治体としての神奈川県を運営

できるようにするために必要な基本ルールを

定める条例であること。

２点目として、県民の皆さんにとって最も身

近な市町村の自治を優先することを基本とし
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て、県と市町村との関係の基本ルールを定めた

条例であること。

３点目として、新たな県政運営の仕組みとし

て、県民投票及び県と市町村の協議機関の基本

的事項を定めた条例であることがあげられま

す。

条例素案の内容を細かくご説明する前に、素

案全体の骨格をご覧いただくと、このようにな

ります。

まず、一般的な条例と異なる、「基本条例」

ですので、「前文」を置きます。

条例本体は、「目的及び基本理念」、「県民の

権利及び義務」を定め、この理念を実現し、県

民の権利を保障するための「県政運営の基本原

則」、さらに「基本原則に基づく制度・手続」

の基本的事項を定めています。

また、「議会」や「知事・職員」について、

この条例に沿った役割を果たすための責務な

どを定めることとしています。

最後に、最高規範性として、条例間に法的な

優劣はつけられないので、「条例尊重義務」と

して、この条例に規定することを最大限尊重し

なければならないことを定めます。

では、これより具体的に条例の素案の内容を

説明させていただきます。

まず前文では、条例制定の趣旨、基本的考え

方等を明示することとしております。

目的及び基本理念でございますが、「県にお

ける自治は、県民の皆さんの意思と責任に基づ

き、市町村の意思に応えるため、自主的・主体

的な県政運営により県民の皆さんが望む地域

社会の実現を目指して行われること」を基本理

念とし、こうした基本理念、それに基づく県政

運営の基本原則や制度・手続の基本的事項など

を定めることにより県民の皆さんのための県

政を確立し、県民の皆さんの権利の保障と福祉

の向上を図ることを目的としております。

県民の権利及び義務は、基本理念の実現に向

け、県民主体の自治を確立するための基本的な

県民の皆さんの権利・義務として、県政に参加

する権利・責任や、行政サービスを維持するに

は行政コストがかかりますが、こうした費用負

担を分担する義務など、ここに掲げる４つの権
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利、義務を定めるものです。

次に、県政運営の基本原則では、基本理念を

実現するための基本原則として、県政参加の原

則や市町村優先と市町村参加の原則など、５つ

の原則を定めることとしております。

県民参加の原則は、県民が自発的かつ積極的

に参加する県政にするというもので、市町村優

先と市町村参加の原則は、県民の皆さんに最も

身近で、地域における政策を総合的に推進する

市町村を、県との役割分担において優先するこ

と。また、市町村が参加する県政にするという

ものです。

公正性・透明性の原則は県民にとって公正で

透明性の高い開かれた県政にするというもの、

効率性・有効性の原則は最少の県民負担により

最大の県民福祉の実現に努める県政にすると

いうもの、連携の原則は民間や他の都道府県等、

公共サービスを担う多様な主体との連携を図

る県政にするというものです。

議会・知事・職員では、それぞれがこの条例

に定める基本理念や基本原則等に沿った役割

を果たすための責務などを、包括的に定めるこ

ととしております。

一般論としては、自治基本条例は自治体の運

営全般にわたって、その基本理念や原則を定め

ようとするものであり、地方自治体は議決機関

である議会と執行機関である知事による二元

代表制で相互の牽制と調和により公正な運営

を期しており、議会と知事は言わば、県政の車

の両輪とされておりますので、こうして議会に

関する規定を設けようとするものです。

仮に議会について規定しようとすれば、これ

は行政サイドで一方的な案の提示を行うのは

適当ではなく、まずは議会側での議論や検討が

行われた後、その結果を条例案に盛り込む、と

いうことが一番素直で判りやすいのです。

一般的に先行する自治体の例として、議会活

動についての住民への情報公開や情報提供に

努めること、多様な住民意思の反映に努めるこ

と、開かれた議会運営などの規定を盛り込むも

のがあります。
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基本原則に基づく制度・手続でございますが、

県政運営の基本原則に基づき、 12 項目の制

度・手続についての基本的事項を定めることと

しております。

なお、この基本条例では制度や手続のいわば

大枠について定めますので、制度の具体的内容

や手続は、別の条例などによって定められ、実

際の運用や実施が行われることになります。

まず県民の皆さんの声を県政に反映させる

ための仕組みについてです。

情報提供・公開は、県民の皆さんが、県政参

加のために情報を県と共有できるよう、多様な

媒体の活用などにより、県民の皆さんに積極的

に情報提供するよう努めなければならないこ

となどを定めます。具体的には、情報公開条例

や個人情報保護条例によって実施されます。

県民参加機会の保障は、県民の皆さんが、そ

の意思を県政に反映させるため、意見等を県に

提出できるよう、多様な参加の機会の確保に努

めるとともに、県民の皆さんの提案などを迅速

かつ誠実に処理するよう、努めなければならな

いことなどを定めることとしています。具体的

な県民参加として、例えば、「ふれあいミーテ

ィング」や「知事への手紙」などがあります。

県民投票は、新たな制度となりますが県民の

皆さんが、県政上の重要事項について、意見を

表明するため、県民投票をできるようにすると

ともに、議会と知事は、その結果を尊重するこ

とを定めることとしております。

この県民投票は、間接民主主義制度を補完す

るもので、総体的な県民意思を表明できる究極

的な県民参加手段であると考えております。

住民投票について、もう少し詳しくご説明さ

せていただきます。

住民投票制度は、現在も、県知事の解職等を

決定する手続きとして法律で採用されていま

すが、独自の条例にもとづいて、自治体が行う

場合もあります。 都道府県では、平成８年に

沖縄県で日米地位協定の見直しと米軍基地の

整理縮小に関して住民投票が行われた例があ

ります。一方、市町村では、市町村合併や原子

力発電所の建設、産業廃棄物処理施設の建設な

どで行われています。

県がつくる住民投票制度は、法令上の県知事

及び県議会の決定権限を侵害しないよう諮問

型になると考えられます。

こうした住民投票の仕組みづくりには、いく

つか検討の必要な事項があります。

まず、投票に付す事案ですが、県内の限られ

た地域や集団等に関わる案件では、直接利害関

係のない住民の意思が県民意思として表明さ
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れるため好ましくありません。そこで、投票の

対象は、県全体や県民全体の生活に関わる県政

の重要事項に限るべきであると考えられます。

投票権は誰にあるのか、選挙年齢や日本国籍

の有無などについて考える必要があります。

また、実施には市町村の協力が必要不可欠で、

また莫大な費用がかかり、そうした費用をどう

負担するのかということについても考える必

要があります。

次に市町村との関わりに関して整理した制

度・手続です。

まず、市町村との役割分担及び権限移譲では、

県は市町村の自主性・自立性を尊重し、広域自

治体として適切な役割分担に努めることや、市

町村への権限移譲について市町村が処理した

方が県民の皆さんにとってよい権限は、市町村

と協議してできる限り市町村に移譲すること

を定めるものでございます。

また、市町村の県政参加では、市町村の意思

に応える県政を実現するため、県の重要な施策

を立案する時などに、市町村が住民意思に基づ

く意見を提案できる機会の確保に努めること

としております。そのために、新たに、県と市

町村との協議機関を設けることを定めるもの

でございます。

市町村の県政参加ということにつきまして、

より詳しく説明させていただきます。

地域の実情に即した行政サービスを住民の

皆さんが迅速かつ適切に享受できるようにす

ることが一層重要になってきます。そのため、

住民生活に密接に関わる行政サービス（特に、

消防・救急、福祉・教育、まちづくりなどの分

野）は、できる限り住民の皆さんに近い自治体

で決定される必要があります。

こうした市町村優先の原則に基づいた市町

村と県との役割分担のもとに、地域の住民福祉

の向上という共通の目標に向け、県と市町村の

連携協力がなされる必要があります。

現在では、市町村の県政参加の機会は、

①全体会議では市長会議や町村会議、

②地域別会議としては地域別首長懇談会、市

町村連絡協議会、

③特定テーマ会議では県市町村間行財政シ

ステム改革推進協議会

④各種審議会・協議会への参加では、この自

治基本条例検討懇話会など

があります。

また、市町村の意思に応える県政を実現する

ために、県と市町村との協議会を新たに定める

必要があります。

こうした市町村の県政参加はもとより、県民

が市町村を通じてその意思を県政に反映でき

る仕組みが市町村で自主的に用意されること

も重要であります。

11




次に公正・透明で効率的な県政を運営する仕

組みについてです。さきほどご説明した情報提

供・公開も公正・透明な県政運営を行う仕組み

の一つですが、そのほかのものとして、

行政手続では、県民の皆さんが、県の許認可

などで不当に自らの権利利益を侵害されない

よう、その手続に関し共通するルールを定め、

公表しなければならないことを定めます。具体

的には行政手続条例の中で申請から処理まで

の標準的な処理期間や許可するための要件な

どを定め、公表することとしています。

総合計画では、県民の皆さんが、長期的な県

政運営を展望できるよう、政策の基本的方向を

総合的に示す総合計画を策定するとともに、計

画策定等に際しては、県民の皆さんや市町村の

意思が反映されるよう努めなければならない

ことを定めます。

財政運営では、財政の健全な運営に努めるこ

とや、県民の皆さんが、県の財政状況を把握で

きるよう、分かりやすく公表しなければならな

いことを定めます。

具体的には現在も、「県のたより」や「県財

政のあらまし」という冊子などで財政状況につ

いては、お知らせしているところです。

政策評価については、神奈川県では平成 12

年度から取り組んでおりますが、適切に政策の

評価を行い、公表するとともに、評価結果が政

策立案や予算編成等に反映されるよう努めな

ければならないことを定めます。

次に民間活動や他の自治体との連携などの

仕組みについてです。

現在では、公共的課題を解決する役割を担っ

ているのは、自治体だけではありません。企業

や法人、ボランティア団体など、様々な主体に

よって公共的課題を解決するための取組みが

なされています。

そこで、民間活動との連携協力では、 NPO

法人その他の民間団体及び民間事業者等の主

体的な公共的活動を尊重することや、適切な役

割分担の下で、県と連携協力できることを定め

るとともに、民間団体等の主体的な公共的活動

が積極的に推進されるために、県は環境の整備

に努めなければならないことを定めます。

他の自治体との連携協力では、県民の皆さん

が、より質の高い公共サービスを受けられるよ

う、広域的または共通の公共的な課題を解決す

るため、他の自治体との連携協力に努めること

を定めます。

具体的には県は、例えば、八都県市首脳会議

において、首都圏で広域的に連携して、ディー

ゼル自動車の大気汚染対策などに取り組んで

おります。

国への提案については、例えば毎年度県は

「国の施策・制度・予算に関する提案・要望」

として活動しているところですが、県民の皆さ

んが、県を通じて国に意思表明ができるよう、

国に対して政策及び制度の改善等に関する提

案を積極的に行わなければならないことを定

めます。
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条例最後の項目の条例尊重義務でございま

すが、この条例は、県政運営の基本原則を定め

るものとしておりますので、最大限尊重しなけ

ればならないことを、定めることとしておりま

す。

最後に今後の進め方ですが、自治基本条例は

県政運営の基本ルールを定めるものであると

いう基本的性格から、条例制定過程での県民の

皆さんや市町村に参加いただくことが非常に

重要であると考えており、この条例素案をもと

に、 11月 22日までパブリック・コメントを実

施しております。ワークショップなどの県民の

皆さんが参加する行事等を実施し、県民の皆さ

んや市町村のご意見を踏まえながら、条例案の

策定に向けた検討を行ってまいりたいと考え

ております。

本日は、パブリック・コメントのパンフレッ

トもお手元に配布させていただいております

ので、ぜひご意見をお寄せくださるようお願い

します。

説明は以上でございます。ご清聴ありがとう

ございました。
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「神奈川県自治基本条例（仮称）」素案

前文 

○ 条例制定の趣旨、基本的考え方等を明示する。

目的及び基本理念 

○	 県における自治は、県民の意思と責任に基づき、また、市町村の意思に応え、自主的・主体的
な県政運営により県民が望む地域社会の実現を目指して行われることを基本理念として定める。 

○	 そのために必要な県政運営の基本原則や制度・手続の基本的事項、県民の権利・義務、また知
事・職員の責務等を定めることにより、県民のための県政を確立し、県民の権利の保障と県民福

祉の向上を図ることを目的とすることを定める。

県民の権利及び義務 

○ 基本理念の実現に向け、県民主体の自治を確立するための基本的な県民の権利及び義務として、 
① 県政に参加する権利・責任 
② 県政に関する情報を知る権利 
③ 行政サービスを等しく受ける権利 
④ 費用負担を分担する義務

などを定める。

県政運営の基本原則 

○ 基本理念を実現するために県民が必要だと考える、県民主体の県政運営の基本原則として、 
① 県民参加の原則（県民が自発的かつ積極的に参加する県政とすること） 
②	 市町村優先と市町村参加の原則（県民に最も身近で、地域における政策を総合的に推進す
る市町村を、県との役割分担において優先し、市町村が参加する県政とすること） 
③ 公正性・透明性の原則（県民にとって公正で透明性の高い開かれた県政とすること） 
④	 効率性・有効性の原則（最少の県民負担により最大の県民福祉の実現に努める県政とする
こと） 
⑤ 連携の原則（民間及び他の都道府県等、多様な主体との連携を図る県政とすること）

などを定める。


議会・知事・職員 

○ 県民の信託に応え、それぞれがこの条例に定める基本理念、基本原則等に沿った役割を果たす

ため、その責務などを包括的に定める。

基本原則に基づく制度・手続 

○ 県政運営の基本原則に基づき、次の制度・手続についての基本的事項を定める。

情報提供・公開 
○ 県民が、県政参加のため県が保有する県政情報を共有できるよう、

・	 多様な媒体を活用するなどして、県政情報を県民に積極的に提供するよう努めなければ
ならないことを定めるほか、

・	 県民の求めに応じ、行政文書の公開を適正に行うとともに、個人情報の取扱いに関し適切
な措置を講じなければならないことを定める。
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県民参加機会の保障 
○ 県民が、その意思を県政に反映させるため、意見や要望を県に提出できるよう、

・	 県と対話・協議する県民参加の多様な機会の確保に努めるともに、県民の県政に関する提
案、意見等を迅速かつ誠実に処理するよう努めなければならないことを定めるほか、

・ 県民の参加機会の時期及び方法について、予め公表することを定める。

県民投票 
○ 県民が、県政上の重要事項について意思を表明するため、県民投票をできるようにするとと

もに、議会及び知事は、県民投票の結果を尊重することを定める。

市町村との役割分担及び権限移譲 
○ 県民が、地域の実情に即した行政サービスを受けられるよう、

・	 住民に最も身近で、地域における総合的な行政サービスを推進する重要な役割を果たして
いる市町村の自主性・自立性を尊重し、広域自治体としての適切な役割分担に努めなければ

ならないことを定めるとともに、

・	 県知事の権限に属する事務のうち、市町村が処理することが適当である事務については、
市町村との協議により、できる限り市町村に移譲しなければならないことを定める。

市町村の県政参加 
○	 市町村が、住民の意思に基づく意見を提案できるよう、県の重要な施策について、意見を提

出する機会の確保に努めるとともに、市町村の意思に応えるための協議機関を設けることを

定める。

行政手続 
○	 県民が、県の処分、行政指導等により不当に自らの権利利益を侵害されないよう、県政運営
における公正の確保及び透明性の向上のため、県の処分、行政指導等の手続に関し共通するル

ールを定め、公表しなければならないことを定める。

総合計画 
○	 県民が、長期的な県政運営を展望できるよう、政策の基本的方向を総合的に示す計画を策定
するとともに、策定等に当たり、県民及び市町村の意思が反映されるよう努めなければなら

ないことを定める。

財政運営 
○ 財政の健全な運営に努めるとともに、県民が、県の財政状況を把握できるよう、分かりやす

く公表しなければならないことを定める。

政策評価 
○	 県民が、効率的で質の高い行政サービスを受けられるよう、適切に政策の評価を行い、公表
するとともに、評価結果が政策立案や予算編成等に反映されるよう努めなければならないこ

とを定める。

民間活動との連携協力 
○ 県民が、より質の高い行政サービスを受けられるよう、

・ 公共的課題の解決のため、特定非営利活動法人その他の民間団体及び民間事業者等の主体

的な公共的活動を尊重し、適切な役割分担の下、連携協力できることを定めるとともに、
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・ 民間団体等の主体的な公共的活動が積極的に推進されるために、環境の整備に努めなけれ

ばならないことを定める。

他の自治体との連携協力 
○ 県民が、より質の高い公共サービスを受けられるよう、広域的または共通の公共的な課題を

解決するため、他の自治体との連携協力に努めることを定める。

国への提案 
○ 県民が、県を通じて国に意思表明ができるよう、国に対して政策及び制度の改善等に関する

提案を積極的に行わなければならないことを定める。

条例尊重義務 

○ この条例が県政運営の基本原則を定めることから、この条例に規定することを最大限尊重しな

ければならないことを定める。
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意見交換（相模原会場）

質問者Ａ

今、公共概念が変わってきていると耳にします

が、今の時代の公共概念は昔より広いのではない

のかと思います。辻山先生にご説明いただきたい。

辻山幸宣 （財）地方自治総合研究所所長

当初は、個々人の自己責任でできないことは政

府がやります、後は自分たちでやりなさいという

二分論でした。それでは現実を説明していないし、

現実で起きてきていることも解決できない。政府

の領域と民の領域の間を設定しなければいけない

だろうということです。一つは政府自体の解決能

力の低下と、もう一つはそれを担う市民たちの台

頭、例えばＮＰＯなどが公共分野を担うようにな

った。だから公共概念は広がってきていて、その

うちの一つとして、政府サービスがある。残りの

部分は自己責任の世界であるということが提案さ

れているということです。

質問者Ｂ

自治会に入らないでごみを出す、さらには他の

市町村の人が来てごみを出していく例がある。つ

まり、権利は主張するが義務を履行しない、こう

した市民感覚が昨今はあると思う。協力してくれ

る人はしてくれるが、しない人はしないという自

分勝手な人が多い。このような場合、市民の地域

をうまくコントロールしてやっていくためには、

権利を主張するなら義務も履行しなさいというよ

うに、ある程度強制する必要があると思うのです

が、辻山先生いかがでしょうか。

辻山幸宣

自治基本条例のワークショップを市民の方と長

くやってきた経験から言いますと、最近は権利ば

かり主張して義務を果たさなくなったという市民

の声が非常に多いです。では、地域のルールによ

って義務を履行してもらうことができるのか、さ

らに、制裁が可能かということです。おそらく制

裁は難しいだろうと思います。

ではどうするのか。私は一種の相互学習といい

ますか、ごみをきちんと出しなさいと言うだけで

はなく、普段から意識的に新しく転居してきた人

に声をかけるなど、その地域のリーダーの人達に

気配りをお願いしていくしかないと思います。少

しずつみんなで合意して義務を履行するというこ

とを広げていくしかないと思います。

質問者Ｃ

県の自治基本条例素案について質問します。県

民投票についてですが、結果は尊重するが、決定

権者を拘束しない諮問型になるというお話だった

のですが、それでよろしいのでしょうか。もっと

県民投票を高く位置づけして欲しいと思います。

企画部次長（広域行政担当）

県民の方々が主権者であるなら、主権者の声に

は従うべきなのではないのかというご意見はその

とおりであると思います。ただ、今の国の統治の

仕組みは、まず県民の意向は議会に負託され、議

会が県民の意向を代行して議決することになって

おり、議会にその権限もあります。また、執行権

者である知事も県民の方々からの意向を受けて執

行していくという制度になっています。このよう
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にきちんと制度上の法の仕組みとしての権限配分

がなされている中で、すべての案件を県民投票に

かけて、県民の方に決定権を委ねることが事実上

果たして可能であるのかどうかという問題があり

ます。

こうしたことから、投票結果は県民の意思とし

て十分に尊重していくという規定が現行法制度上

は限界かなと思っています。また、県民投票にか

ける案件は限定的にしていかなければならないだ

ろうと考えます。それは県民投票制度が現行の制

度を前提にしているからであります。私どもの方

では今後も拘束型ではなくて諮問型ということで

定めていきたいと思いますので、ご理解をいただ

ければと思います。

質問者Ｃ

全てを県民投票にかけるのではなく、重要な案

件についてだけをかけるならば、投票結果に相当

な力を与えないと投票率も低下し、意味がなくな

るのではないでしょうか。

辻山幸宣

今の制度では議会の決定に大方のことが委ねら

れていて、県民投票の結果がそのまま決定である

という制度を入れるなら、議会の権限から外すと

いうことを県民が合意する、その場としては自治

基本条例がふさわしいでしょう。

ただし、予算が伴うものについて県民投票によ

る賛否だけで決めてしまうと、議会の予算議決権

が損なわれるという問題が出てくるので、全部を

県民投票にかけるわけにはいきません。

では、どういう案件を県民投票にかけるかです

が、おそらく県民投票手続条例のようなものを作

らなければならない。その条例中に、県民の10分

の１の署名を集めたら県民投票ができる規定とす

るか、それを受けて議会で決定する規定とするか、

その辺で県民投票の意義が問われます。県民投票

手続条例を作るときにもう一回そこを議論してい

かなければならないので、その時に大きな声をあ

げていくことが必要でしょう。

広域行政課長

県民投票が県の存廃など重大なテーマを扱うと

なると、県民投票の結果を意に介さないことがあ

りえるのかという問題があります。諮問型の県民

投票であっても、県民にとって重大な関心があり、

議会や知事の方ではなかなか判断できない案件に

ついて多額のお金をかけて行う県民投票の結果を

無視するということにはならないと想定されます。
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参 考

地方分権フォーラムの概要

相模原会場 

○ 日 時	 平成１９年１０月１５日（月） 15 時から 17 時 

○	 会 場 相模原市大野北公民館（１階大会議室）

（相模原市鹿沼台 1-10-20） 

○ 参 加 者	 ５５名 

○ 主 催	 神奈川県 

○ プログラム

時 間 プ ロ グ ラ ム （敬称略）

15:00～ 15:03
主催者挨拶

笹本 秀行 企画部次長（広域行政担当）

15:03～ 16:00

講演

「分権時代のまちづくりと自治の課題」

辻山 幸宣 （財）地方自治総合研究所所長

16:00～ 16:30
「神奈川県自治基本条例（仮称）」素案説明

川﨑 泰彦 企画部広域行政課長

16:30～ 17:00 意見交換
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講演者プロフィール
（敬称略）

相模原会場

辻山 幸宣（つじやま たかのぶ） （財）地方自治総合研究所所長

（財）地方自治総合研究所研究理事・主任研究員を経て、2006 年より現職。

早稲田大学大学院法学研究科兼任講師、中央大学大学院公共政策研究科客員

教授なども務める。専攻は、地方自治、地方自治制度史など。

自総研独自研究「自治基本条例」研究会委員

川崎市自治基本条例検討委員会会長

平塚市自治基本条例検討委員会委員長

練馬区自治基本条例懇談会会長などを歴任。

＜主な著書・論文＞

「市民自治の制度開発の課題」 公人の友社 2006 年

「現代日本の地方自治」 敬文堂 2006 年

『逐条研究地方自治法第３巻』 敬文堂 2004 年

『自治基本条例・参加条例の考え方・作り方』 地方自治職員研修 2002 年

「自治基本条例の構想」『岩波講座自治体の構想４ 機構』 岩波書店 2002 年

『自治・分権システムの可能性』 敬文堂 2000 年

『地方分権と自治体連合』 敬文堂 1994 年

など
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大和会場

（平成19年10月19日）


※主催者挨拶・条例素案説明は掲載を省略しました。



自治体に憲法は必要か
講 演（大和会場）

自治体は憲法を作れるか

「自治基本条例にみる自治の担い手」 ２．「自治」の主役たち

「市民」とは誰のことか

文教大学国際学部准教授 金井 恵里可 地方議会の復権

「トップ」としての長

地方公務員の役割と位置づけ

Ⅰ わが国の地方自治制度

１．憲法上の地方自治制度 ３．自治基本条例の目指す「自治」のかた

｢地方自治の本旨｣＝住民自治・団体自 ち

治 まちづくりの理念

「法律でこれを定める」 →地方自治法 まちづくりの手法 

２．地方自治法上の地方自治制度 Ⅳ 地方自治の未来

長と議会の二元代表制 １ . 地方分権のゆくえ

住民の直接請求 都道府県と市町村

道州制論

３．地方分権改革 地方自治基本法構想

1999年地方自治法改正

(機関委任事務の廃止・国の関与制度 ２．民主制の在り方

の見直し ) 直接民主制と間接民主制

「国と地方公共団体との適切な役割分 主権はどこにある

担」 

３．自治基本条例は何を守るのか

Ⅱ 自治体内部の変化 ｢人権の大系｣としての近代憲法

１．先端行政の歴史 自治基本条例の守るべき価値

公害・情報・まちづくり

法律先占論の限界と要綱行政

２．住民参加の進展

反対運動・・・地域エゴ ?

参画・協働・・・ボランティアは行政

の下請け ?

３．お役所の仕事

縦割り行政・土木行政

政策法務論の生成 

Ⅲ 自治基本条例とは

１ .｢自治体の憲法｣
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意見交換（大和会場）

質問者Ａ

県政に参加する権利の規定の内容について質問

します。今までの県政参加はどうしても形式的に

なりがちでしたが、今回考えられている県民参加

はどのレベルの参加を保障するのでしょうか。す

なわち４段階のＰＤＣＡサイクルで言えば、計画

作りの段階の参加、執行段階の参加、チェック段

階の参加、練り直しの段階の参加、こうした段階

において実際的な参加がどのように保障されるの

かをお聞きしたい。

また、議会は最終権限を持っていますが、議会

が要らなくなるのではないかという恐れを持って

います。議会との関係をきちんと整理しなければ

いけないと思うが、そこはどうなっているのでし

ょうか。

広域行政課長

まず、県民の県政への参加についてお答えしま

す。どのレベルの参加なのかということですが、

これから詰めていくことになります。ＰＤＣＡサ

イクルでいえば、例えば、総合計画については現

在でも様々な県民の皆さんのご意見をいただくた

めのパブリック・コメントなどがあります。そう

した中で、いただいたご意見を予算に反映させる

のですが、財政的に保障できるのかについて、情

報提供・公開しながらご意見をいただくというこ

とが一つございます。また政策評価により、その

政策が県民のために良かったのかどうか、また、

行政改革の取組みがきちんと出来ているのかどう

かということについて、情報提供しながら県民の

皆さんからご意見いただいて、政策サイクルとい

うものを完結させていきます。このようにＰＤＣ

Ａのそれぞれの段階での県民参加の保障、制度作

りを県の内部機関と調整しながら、明らかにして

いきたいと考えております。

次に、議会の議決の必要性についてお答えしま

す。地方自治法に基づいて県が運営されているわ

けですが、地方自治法の改正が無いという前提で

話をさせていただきます。議会制民主主義の中で

県民参加をやろうとしていまして、その究極的な

手段として県民投票があります。住民の意思の総

体として表明されますが、これはあくまでも代表

民主制を補完するものになります。結局、議会が

議決機関であり、行政が予算執行権を持って事業

を執行することが地方自治法の中に規定されてい

るので、この範囲内で住民投票を行っていくこと

になります。したがいまして、あくまで意思を尊

重していくということになり、議会が不要だとい

うことにはならないということです。

質問者Ｂ

金井先生は、自治基本条例の実現の担い手とし

てコミュニティを想定していますが、コミュニテ

ィといっても、地域的なコミュニティ、ＮＰＯを

中心とする市民活動家のコミュニティなどがあり

ます。具体的に何を想定しておられるのでしょう

か。

また、県民の参加ですが、県と県民の協働事業、

いわゆるパートナーシップ事業が必要ではないか

と思います。県では、県が提案する協働事業はあ

りますが、県民提案の協働事業はありません。今

後具体的にどのように推進していくのか教えてい

ただきたいと思います。
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金井恵里可 文教大学准教授 ては、所管の庁内の関係部局とよく議論しながら、

本当に自治の担い手となる市民はどのような市

民であるかについては、具体的に触れていません

でした。コミュニティについて実際に色々な条項

を設けている自治基本条例もあります。市民とは

誰かということを考えていきますと、例えば何十

万、何百万という住民、市民が同じように自治に

関心を持って汗を流してくれるとは思えません。

サイレント・マジョリティの問題がございます。

その場合に、誰の意思を市民の意思と言うかが現

実的には大きな問題になってきます。コミュニテ

ィを定義付けることは、誰を市民と呼ぶかという

ことの大元になると思います。

地域団体、地縁団体のことをコミュニティと呼

ぶ場合もあれば、ＮＰＯなどを想定している場合

もあります。そのコミュニティは一体誰によって

形成されるコミュニティなのかを自治基本条例の

中で規定する、すなわちその市町村にとって市民

とは誰のことであるのか、仕組みを通して定義づ

けしていくことになると思います。実際の市町村

では関心のある市民は登録制にしたり、関心のあ

る市民を育成したり、あるいは市民の学習権を保

障したりするなどしています。コミュニティはど

んなものか、どんな市民を想定するかを自治基本

条例に盛り込むことは非常に大切だと思います。

ただし、それはその市町村ごとに異なって良いと

思います。

広域行政課長

民間活動、特にＮＰＯ等との連携協力について

のお尋ねですが、現在の公共的活動は以前のよう

に全て行政だけが担うものではなく、もちろんＮ

ＰＯやあるいは民間団体、企業、ボランティアな

ど多様な主体がいらっしゃるわけで、そうした連

携協力は自治基本条例の中に位置づけられると思

います。総合計画の中にも書かれていますが、パ

ートナーシップ条例（仮称）の検討を進めている

と聞いております。パートナーシップ条例につい

整合性を持たせて進めていきたいと思っておりま

す。

質問者Ｃ

素案では県民の権利に基本的人権についての規

定が入っていませんが、県民の権利に入れるべき

だと思います。

また、金井先生は、皆が皆、自治の担い手では

ないというお話でしたが、関心の有無で市民の質

を問うのは基本的人権に関わる問題ではないでし

ょうか。市民の選別が考えられているのでしょう

か。

広域行政課長

自治基本条例は県における自治の基本になって

きます。県では、計画を作ったり、道路、学校を

作ったりするなど様々なことを行っています。そ

うしたことは今までは国の補助負担金等を通じて、

国の方を向いてやってきた部分がございました。

これからは住民の方々のご意見を聞いて、地域が

自己決定し、責任を持てる社会、すなわち地域主

権型社会を築いていくことが住民福祉の貢献につ

ながると考えています。今回はこういう仕組みを

つくっていくために自治の基本となる条例をつく

っていこうというものです。今までの地方分権改

革では、新たな国と地方の関係を中心に構築して

まいりましたけれど、これからは住民の視点に立

ちまして、住民との関わりを持ち、住民の参加を

促していく中で、予算執行、計画作りをしっかり

していくということですので、県民の権利の中心

に「県政参加」を置いているというようにご理解

いただければと思います。

企画部次長（広域行政担当）

私どもで自治基本条例を定める上で大きな目的

にしているのは、自治体運営の基本ルールを定め

ることです。したがいまして、県民の福祉の向上
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に向けて、県民の皆さまとともにこれからの時代

の地方自治体の運営を図っていくにあたって、ど

のような仕組み、どのようなルールに基づいて運

営をしていくのかということを定めることが中心

となります。

金井恵里可

選民思想ではないかというご懸念ですが、現実

に自治に関心を持つ市民と、あまり持たない市民

がいるということは選民思想に通じやすい危険性

があります。いくつかの自治基本条例では、市民

が参加をしないことで不利益を被らないという条

項を設けています。ただ、参加といっても色々な

参加方法があります。参加主体で考えますと、コ

ミュニティ中心の参加、個人による参加と二つに

大きく分かれます。コミュニティも自治会のよう

な地縁団体の場合や環境や福祉のＮＰＯをコミュ

ニティと呼ぶこともあります。個人を中心にした

ときに、公募の市民とか、関心のある市民の登録

制とか特定の市民を考える場合もあれば、広く平

等に参加する機会を設けるパブリック・コメント

や住民投票もあります。色々なパターンの中でど

れかを取り入れるときに、他の方法を排除する設

計にならないように気をつけるのは当然です。コ

ミュニティを中心にするから個人を排除するとい

ったようなことにならないようにする必要があり

ます。

もう一つ、個人を中心に考えたときに、権利が

義務と大きく異なる点は、行使しても行使しなく

ても自由であるということです。ですから、その

権利を行使したいときに行使できないことがない

ようにすることが大事です。行使したくないとき

に行使させる必要はないということです。

質問者Ｄ

議院内閣制と違い、二元代表制の下では首長に

圧倒的な権力があり、県や県内市町村の議会は首

長追随型になりがちで、真の影響力を発揮できな

いことが多々あると思います。これは間接民主制

として市民、県民にも大変不幸なことだと思って

います。議会を強くするという意味で、議会基本

条例は非常に重要だという認識をしています。報

道では、神奈川県において議会基本条例制定に着

手しているということを耳にしました。県の議会

基本条例作りの状況を教えてください。

広域行政課長

議会基本条例については、その内容は議会が決

めるわけですが、本県におきましては議会改革の

一環の中で検討していくようであります。自治基

本条例に盛り込む議会の規定と議会基本条例の関

係につきましては、同じ時期に条例が制定される

ことが県民の皆さんから見て分かりやすいのでし

ょうが、別々の条例でもありますので、それぞれ

の条例の制定の時期が後先になりましても、相互

の関係に齟齬が無いようにしていくということが

大変大事であると思います。現状ではその程度し

か把握できておりません。

質問者Ｅ

１点目は、費用負担の義務があって、基本的人

権の保障がないことは疑問であり、その点は改善

されることはないのでしょうか。２点目は、選挙

制度について条例素案には書かれていませんが、

検討することはないのでしょうか。３点目は、県

民投票の発議に必要な署名数、開票条件などは検

討しているのでしょうか。４点目は、条例の制定

について県民投票で決めるつもりはあるのでしょ

うか。

広域行政課長

１点目については、行政コストを負担していた

だくことを通して県民参加により県の自治をしっ

かりと行い、県民福祉の向上につなげていく、そ

のことが基本的人権を守っていくことになると思

います。２点目ですが、選挙制度は公職選挙法と
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いう法律で定められていますので、自治基本条例

の対象としておりません。３点目の県民投票の詳

細な定め方、対象年齢、テーマなどの制度設計は

これから掘り下げて検討していくことになります。

４点目の県民投票で条例の制定を決めるというこ

とですが、現在、そういった投票制度がありませ

んので条例制定を投票にかけるかどうかは議論し

ていません。
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参 考

地方分権フォーラムの概要

大和会場 

○ 日 時	 平成１９年１０月１９日（金） 18 時から 20 時 

○	 会 場 大和商工会議所（３階大会議室）

（大和市中央 1-5-40） 

○ 参 加 者	 ６７名 

○ 主 催	 神奈川県 

○ プログラム

時 間 プ ロ グ ラ ム （敬称略）

18:00～ 18:03
主催者挨拶

笹本 秀行 企画部次長（広域行政担当）

18:03～ 19:00

講演

「自治基本条例にみる自治の担い手」

金井 恵里可 文教大学国際学部准教授

19:00～ 19:30
「神奈川県自治基本条例（仮称）」素案説明

川﨑 泰彦 企画部広域行政課長

19:30～ 20:00 意見交換
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講演者プロフィール

大和会場

金井 恵里可（かない えりか）文教大学国際学部准教授

専攻は、憲法、行政法。


藤沢市自治基本条例策定検討委員会委員、


藤沢市個人情報保護制度運営審議会委員、


茅ヶ崎市環境審議会委員、


茅ヶ崎市開発審査会委員


などを歴任。


＜主な著書・論文＞

「道路事業における住民参加の法政策論」『解釈法学と政策法学』 2005 年
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松田会場

（平成19年10月31日）


※主催者挨拶・条例素案説明は掲載を省略しました。



講 演（松田会場）

「自治基本条例の意義と課題」

法政大学法学部教授 廣瀬 克哉

１．分権化が生んだ条例 

2000年 4月 分権一括法施行

国と自治体の関係を改革

自治体は国の政策の実施機関ではな

く、対等協力の関係の「地方政府」 

2000年 12月

北海道ニセコ町「まちづくり基本条例」

初の自治基本条例

その後同様の条例制定が徐々に広が

る

なぜ基本条例の制定に至ったか

「本条例は、「自治」の「基本」とな

る意味で「自治基本条例」の概念を持

つものである。「自治基本条例」は、憲

法その他国法に準ずべきものがなく、

地方分権を進める中での新たな概念で

ある。住民の権利保護やそのための制

度保障など、自治実現のための基本と

なる条例として、また、自治の本旨 (住

民自治及び団体自治 )を法的側面から

支える条例として期待される。今後こ

の概念を自治のさまざまな実践の中で

定着させていくことが、最も重要であ

る」（『ニセコ町まちづくり基本条例の

手引き』）

自治体の自己決定の確立→「自分たちの自

治」を制度として確立

地方自治法は全国画一のナショナル・

ミニマム

参加によるまちづくりの取組は自治

体独自のあり方

２．その後の広がり

都市部への広がり


杉並区、豊島区、中野区


議会主導の策定も


草加市、多摩市、飯田市


新しいタイプの条例

自治基本条例としての議会基本条例

（北海道栗山町）

市政運営条例（岐阜県多治見市）

３．自治体の憲法

憲法とは「政府の基本設計書」

設計理念

基本的な組織とそれぞれの権限、責務

基本理念を実現するための基本的な

制度・手続

自治体の最高規範

個別の条例、制度、事務事業の共通ル

ール

自治体を構成する諸主体、諸機関間

の関係の基本

時々の政策転換を経ても維持される

べき一定の基本

憲法、法律と自治基本条例

憲法：地方自治の保障、長と議会の

直接選挙、基本的な権限

地方自治法をはじめとする地方自治

、地方財政関係の法律が詳細設計

組織や手続は詳細に規定されている

が、住民自治の規定は手薄

都道府県と市町村の関係についての

規定も手薄

憲法や法律に定めのない領域での基本設計

が必要
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４．二元代表制を有効に機能させる仕組み 制定過程自体のもつ意義

強い首長とローカルマニフェスト

明確な責任ある約束によって当選し ７．神奈川県の自治の蓄積と自治基本条例

た首長の存在 住民参加型の自治

その時議会の役割は何か？

選挙の終了後の住民の役割は？ 県内分権の推進

自治体運営を担う諸主体、諸機関の役割分 国に対する働きかけ

担の再確認

主権者としての住民（市民）

首長

議会

自治体職員

５．自治基本条例の内容と類型

理念条例

自治の理念を明記、前文などに凝縮

具体的な制度等は別条例に委ねる

手続保障条例

自治の理念を実現するための具体的

な方法

既存の手続がない領域では基本条例

自体により制度化

例）住民投票

６．自治基本条例で何を実現するのか？

これまでの取組の再確認と制度的安定化

情報公開、個人情報保護、市民参加、

協働

自治のあり方への関心の強化

あらためて自治のあり方を意識する

機会

今後の自治の担い手やその間の連携回路の

形成

条例づくりを通して主体形成、ネッ

トワーク形成
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意見交換（松田会場）

質問者Ａ

自治基本条例において住民参加は一番根底にあ

るものだと思う。住民の意見を取り入れるフォー

ラムのはずであるのに意見交換の時間が少なすぎ

る。住民参加には職員、住民の意識改革を同時に

やっていくことが大事だと思う。

広域行政課長

市町村の自治基本条例の作り方を見ると、それ

ぞれの市民委員会や区民会議など色々な形でグル

ープを小さく作って意見を吸い上げて条例を作っ

ていくものがあります。広域自治体の自治基本条

例の作り方としては、参考になる都道府県がござ

いませんでしたので、まずは有識者からご意見を

いただきまして、神奈川県としてはこういう条例

があればいいのではないかということで提案をい

ただきました。それを元に半年間ぐらい皆さん方

にご紹介いたしまして、今回の素案を作りました。

市町村参加、住民参加が命でありますので、素案

を一つのたたき台としてご覧いただいて、ご意見

をいただきながら、これをベースに具体的な条例

にしていきます。そして、やはり県の職員の意識

改革も大事だろうし、それがない中で形だけ作っ

ても機能しないだろうと思います。そこはまた引

き続きご指導いただければと思います。

質問者Ｂ

県では多選禁止条例が成立しましたが、地方自

治法の改正がされないうちには施行されないとい

うものでした。私は自治基本条例には期待をして

いますが、多選禁止条例を見てもそうですが、理

念系としての地方分権は実際には頭打ちではない

のか、所詮押さえつけられるものではないのかと

思ってしまいます。地方分権のどこがローカルデ

モクラシーの進展として素晴らしいところなのか、

廣瀬先生に評価を教えていただきたい。

次に、条例素案の表現についてですが、職員も

県民の一人であるのに、自治に対して連帯の気持

ちがなく、見下しているような表現になっている

ことが気になります。例えば、素案では「県民の

皆さんが必要だと考えている県民主体・・・」と

ありますが、「我々」、「私たちは」といったよ

うに自分を主体に表現しなければいけないと思い

ます。その表現に官僚的な意識が表れていると感

じます。以後、改めてもらいたいと思います。

また、市町村の県政参加とありますが、市町村

と県の協議機関というのは具体的にはどうするも

のなのでしょうか。市町村は二元代表制であるし、

県もそうです。二元代表制と県と市町村の協議機

関の関係はどうなるのでしょうか。

それから、県民参加というのは県民投票しかな

いのでしょうか、もっと様々な参加方法がないの

でしょうか。

廣瀬克哉 法政大学教授

多選禁止の問題は典型的に法律にぶつかってい

る例ですが、それ以外にも色々とあります。法律

が比較的細かいところまで全国一律に決めてしま

っていて、それは細かく決めすぎではないかとい

われています。これを法律の規律密度といいます

が、分権の趣旨を尊重するならば、ナショナルミ

ニマム、これは最低限保障しなければいけないと

いう基本については法律が明確に定めますけれど、

その実現方法は地方がそれぞれで自立して意思決

定できるように法律の決め方も変えていく必要が

あります。しかし、今の第二次地方分権改革の議

論の中ではこれについては今のところ、地方側が

劣勢です。国の官庁の方がこういう仕事をやって

もらうためには、法律の決め方はこれ以上粗くで

きないという構えであります。ここについて、ど

こまで戦えるかというところでそれが決まってい

きます。うちの県は県なりに決めたいという世論

が各地で上がってきて、それが霞ヶ関の抵抗を打
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ち破っていかないとそこの壁はなかなか破れない。

そういう状況です。さらに言えば、法律を決めて

いるのは国会議員ですから、国会議員についても、

地方分権の趣旨を踏まえた人を送り出していって、

国会審議の中でもこの法律の案は違うのではない

か、こんなに細かく決めたら各市区町村や都道府

県がそれぞれに適したやり方ができないでしょう

というぐらいの修正をかける国会議員を送らない

とだめだということです。現状はなかなかそうい

う段階にはないですけれど、そういう働きかけを

我々は研究者として主張するし、マスコミもそう

いうところにしっかり目を光らせて、新しい政策

提案については論評して欲しいし、あるいは世論

からの批判が出てこないといけない。指摘された

ことはまさにそのとおりで、せっかくの地方分権

を本当にできるかというのはその壁を破らないと

なりません。

広域行政課長

市町村の県政参加について説明いたします。広

域自治体で作る条例の特徴は二つあって、県民と

県との関係の基本ルールを作るということと、市

町村と県との関係の基本ルールを作るということ

です。県民と県との関係ですが、県は、市民と市

町村の関係に立ち入って割り込むということは考

えていません。あくまで広域自治体としての県の

役割に基づく県民との関係を定めるということが

一つです。もう一つは協議機関に代表されますよ

うに市町村の県政参加といった場合には、現在も

首長との懇談会や行政の職員と市町村の協議の場

などはたくさんあるのですが、それらは要綱や要

領に基づいています。すなわち、任意で決められ

ている部分です。例えば、環境問題や土地利用な

ど様々な分野で個別に動いていて、それらは整然

としているわけではないのです。大事なことを一

部の意見だけで決めていいのか、しっかりとした

手続が必要なのではないかという意見があります。

ですから、協議機関に住民の方が直接入ってくる

というより、市町村にとって大事なものにつきま

しては、市町村の首長や議会と県との間の機関を

通すということです。例えば、市町村と関わりの

ある条例については、今までは手続としてはただ

単に県議会に上程していたものを、これからは協

議機関で説明して了解を得たものを出していく、

そのようなことを考えています。

もう一つ、住民投票以外にも県政参加は無いの

かということについてお答えします。住民投票は

究極の住民参加であると言われていますが、日本

の憲法ではいわゆる間接民主制を定めていますの

で、直接住民が参加して全て物事を決めていくと

いうことを想定しておりません。議会制民主主義

ですので、住民の意思を議会の議員が代表して議

決していくという形を取っています。そこで、議

会制民主主義を補完するため、住民投票をはじめ

とした住民に参加していただく様々な広報広聴制

度を用意していきたいと考えております。
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参 考

地方分権フォーラムの概要

松田会場 

○ 日 時	 平成１９年１０月３１日（水） 14 時から 16 時 

○	 会 場 松田町立公民館（１階展示ホール）

（足柄上郡松田町松田惣領 2078） 

○ 参 加 者	 ６８名 

○ 主 催	 神奈川県 

○ プログラム

時 間 プ ロ グ ラ ム （敬称略）

14:00～ 14:03
主催者挨拶

笹本 秀行 企画部次長（広域行政担当）

14:03～ 15:00

講演

「自治基本条例の意義と課題」

廣瀬 克哉 法政大学法学部教授

15:00～ 15:30
「神奈川県自治基本条例（仮称）」素案説明

川﨑 泰彦 企画部広域行政課長

15:30～ 16:00 意見交換
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講演者プロフィール

松田会場

廣瀬 克哉（ひろせ かつや）法政大学法学部教授

法政大学法学部助教授を経て現職。専攻は、行政学、自治体学。

中野区自治基本条例に関する審議会会長

所沢市まちづくり基本条例案策定に向けた準備等に関する検討懇話会委員

自治体学会運営委員

日本行政学会事務局担当理事

日本自治学会理事

自治体議会改革フォーラム代表などを歴任。

＜主な著書・論文＞

「民主主義の舞台をめざして—自治体議会の新展開」

『ガバナンス』 2007 年 4 月号より連載中

「民主主義の舞台としての議会－合議制の代表機関にしかできないこと」

『月刊自治研』 2007 年１月号

「電子自治体の情報政策」 ぎょうせい 2006 年

「情報改革」 ぎょうせい 2005 年

「電子自治体システムの構築と実践」 地域科学研究会 2003 年

「インターネットが変える世界」 岩波新書 1996 年
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藤沢会場

（平成19年11月1日）


※主催者挨拶・条例素案説明は掲載を省略しました。



講 演（藤沢会場）

「分権型社会と自治基本条例」

法政大学人間環境学部教授 小島 聡

１．自治基本条例の背景

（１）９０年代における自治をめぐる動向

～様々な潮流の複合

（２）「分権型社会」の理念と地方分権改革

～２つの自己決定権の関係

（３）基本法の「均衡論」

～最高規範性

（１）規範としての定着

（２）テキストとしての可能性

５．自治基本条例制定後にもとめられるもの

（１）自治体内部において

（２）市民社会から

（４）自治基本条例の立法例

２．自治基本条例の構成

（１）前文の意味

（２）市民と自治体の基本的関係（政治原理）

（３）権利と責務

（４）政治行政機構の構造と運営原則

（５）自治に関する基本制度

（６）重要な政策公準

（７）都道府県レベルでの策定意義と留意点

３．自治基本条例の作用と機能・効果

（１）基本的な作用

（２）２つの機能と効果

４．自治基本条例の生命力
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意見交換（藤沢会場）

質問者Ａ

小島先生からは自治基本条例の生命力というこ

とでお話いただきました。自治基本条例を作った

ら終わりではなく、やはり行政の現場で活かされ

ないと自治基本条例を作った意味がないというこ

とでした。しかし、例えば大和市では自治基本条

例を市民参加型で作りましたが、首長が替わった

後に条例を否定する方針が強く打ち出されていま

す。現在でもいくつかの自治体が作ろうとしてい

ますが、どういう形で自治基本条例に生命力を持

たせたらよいかについてお話いただきたいと思い

ます。

もう一つは、行政内部で自治基本条例を運用す

る仕組み、すなわち条例ができて、どうやって条

例を現場で使っていくのか、活かしていくのかに

ついてです。実際、聞いた話では、職員は研修会

で条例を一度読んだきりであるなど、普段の行政

上ではほとんど活用していないということがある

そうです。それではせっかく自治基本条例を作っ

た意味がないと思いますので、行政内部でうまく

自治基本条例を活用する方法があれば教えていた

だきたい。

小島聡 法政大学教授

自治基本条例は最高規範であるといいましたが、

現行法の体系の中で条例間に上下関係は作れない

というのが通説です。また、「後法優位の法則」

というものがありまして、後にできた法律、条例

が勝るというものです。そうすると、自治基本条

例の内容とずれる条例が後からできたら、そちら

の条例が勝ってしまうことになります。首長に対

する法的な拘束力を自治基本条例にどう持たせる

かは非常に悩ましい。自治基本条例を守らせるた

めに、条例に対して宣誓させるという方法があり、

三鷹市などでは職員に宣誓させています。しかし、

首長や議会に対してそこまでできるか分かりませ

ん。

ただし、自治基本条例には政治的な拘束力はあ

る。首長や議員が自治基本条例に反することをや

ったら政治的な責任を問われるでしょう。首長が

交代したからといって、条例に書かれていること

を無視してはいけない。改正すれば別ですが、改

正されていない状態で自治基本条例に書かれてい

ることを無視することは問題です。どこまで法的

な責任が問われるかは別にしても、政治的な責任

は問われます。自治基本条例を改正していないに

もかかわらず、首長が条例を遵守していない、具

現化してないではないかということを市民社会が

強く打ち出していかなければいけないでしょう。

どうしても首長がおかしいということであれば、

地方自治法上の制度であるリコールを使って首長

を替えることはできます。

日常的に自治基本条例をどう使うかというのは

本当に難しい問題です。自治基本条例の存在だけ

は知っている、あるいは条例の名前すら間違えた

りする職員もいる。そこで、自治体の職員が自治

基本条例を遵守すべき規範としてしっかりと内面

化していく作業をやらなくてはいけないでしょう。

自治基本条例の精神を育んでもらう研修をやらな

ければいけない。また、自治基本条例は抽象的だ

から具体的な局面の中で考えてもらう必要があり

ます。例えばＮＰＯとの付き合い方も経験を通じ

て学ぶ必要があります。
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それから自治基本条例にはいろいろな使い方が

あります。例えば、川崎市では自治基本条例に事

業者の社会的責任という条文を入れましたが、川

崎市はＣＳＲ政策を推進しており、川崎市自治基

本条例の「事業者の社会的責任」、「持続可能な

地域社会を築く」という条文が根拠になっている

のです。事業者の社会的責任に関する個別の条例

がなくても、もともとの自治基本条例に文言があ

るので、そこが政策をすすめる根拠となっている

のです。

質問者Ｂ

県民参加の保障について、「ふれあいミーティ

ング」や「知事への手紙」を例にあげたが、他に

考えていないのか。県民投票は究極の県民参加と

ありますが、これも既にある制度で参加を本当の

意味で保障したことになっていないと思います。

もっといろんな参加の機会を保障してもらいたい。

例えば区民会議や全体会議、西部地域会議のよう

な実質的参加の機会を増やして欲しい。パブコメ

ぐらいでは参加といっても県民参加全体のうちの

１％ぐらいにしかなっていないと思う。もっと

様々な参加を県は考えているのでしょうか。

広域行政課副課長

先ほど、例として知事への手紙とふれあいミー

ティングを出しましたけれども、そのほか、地域

別で県民集会というものも実施しております。あ

と、県民の皆様方から政策提案も受け付けており

ますし、審議会への県民の方の公募など、現状の

取組みとしては、これらを実施しております。

これらの取組みは、全てが条例で決まっている

ものではありませんので、現状の県政参加の取組

みを自治基本条例の中に位置づけ、県民参加の機

会の保障を条例の中に謳い込むというものです。

自治基本条例の制定に伴って、県民参加の制度を

新しく設ける場合もありますが、まずは、現状実

施しているものを条例として位置づけるというも

のです。

小島聡

基礎自治体レベルと広域自治体レベルでは、同

じ参加手法でも使える場合と使えない場合があり

ます。例えば、パブリック・コメントは汎用性が

あります。インターネットなどを活用しながら不

特定多数から幅広く意見を集めることができます。

ただし、浅く、弱い参加手法です。なぜ弱いかと

いいますと、いただいた意見はこういう理由で反

映します、反映できませんという、応答関係をき

っちりしないと単なる目安箱になってしまうから

です。ただし、不特定多数から幅広く取れるとい

うメリットがあります。それからフォーラムがあ

ります。こうして、県内いろいろ回って不特定多

数の人に会うという手法です。そして、基礎自治

体がやっている参加の仕組み、市民の公募をして、

その方々と綿密に条例を作っていくという手法も

あります。これは大変な作業です。半年から一年

の間、濃密に作業する。都道府県レベルでこのよ

うなやり方は非常に難しい。神奈川県も川崎から

小田原という範囲で交通費を払って一箇所に集め

て、市町村レベルと同じように30人ぐらいの方を

一年ぐらい拘束して濃密にやるのは難しいでしょ

う。

このような広域的な参加問題にも適用できるも

のとして、欧米の新しい参加手法があります。例

えば、コンセンサス会議やシナリオ・ワークショ

ップという手法です。コンセンサス会議は、アメ

リカから始まってデンマークで開発されました。

脳死の捉え方や遺伝子組み換え作物の規制など、

不確定要素があってかつ国民生活に影響がある新

しい科学技術政策を、専門家と政治家、官僚だけ

で決めていいのかということでコンセンサス会議

という場が作られました。これは10～15人ぐらい

の市民の方にランダムに集まっていただいて、対

立意見を持つ専門家たちがしっかりと情報提供し

ながら、二泊三日などの短い期間で集中的に徹底
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討論し、合意を目指す手法です。大切なことは、

多数意見も少数意見も併記することです。対立す

る意見を持った専門家から情報提供を受けて、普

通の人が常識を持ってじっくりと考えていくとど

ういう意見がでてくるのか、会議の結果である多

数意見も少数意見もオープンにしてさらに国民全

体に考えてもらうのです。そして議員は、普通の

人たちの議論、常識を立法に反映させるのです。

この手法については実際に私のゼミで川崎市の

水道行政を対象として社会実験を行いました。水

道行政は、技術性が高く、一般市民が絡みにくい

し、かつ広域水道もあります。しかも、料金など

市民生活に関わってきます。今までは市町村でも、

神奈川県の広域水道でも、市民が関わらないとこ

ろで政策が決められていたといえますが、こうい

う手法なばら広域的な市民参加も可能です。広い

範囲から何十人も毎月一回集めることができなく

ても、15人の市民の方に常識的に徹底的に議論し

てもらう。実際の例でも、北海道は遺伝子組み換

え作物を規制する条例をつくり、その後にコンセ

ンサス会議をやりました。

シナリオ・ワークショップというのは、未来の

方向性のシナリオを４つ作って、議員・市役所・

漁業関係者など様々な利害関係者に選んでもらう

というものです。これも実際に千葉県の三番瀬干

潟について社会実験が行われています。

こうした広域レベルでもできる参加手法を欧米

の諸経験に学びながら開発していく必要がありま

す。

質問者Ｃ

神奈川県議会では議員の中で議会基本条例を検

討している段階であると聞きました。神奈川県の

素案では議会の条項が入っているが、議会と話し

合いをしているのでしょうか。

また、県下の基礎自治体との話し合いがどのぐ

らい進んでいるのか、教えていただきたい。

広域行政課副課長

議会の方で議会基本条例の策定を検討されてい

るという状況は把握しています。私どもは９月の

県議会の定例会でこの自治基本条例の素案を初め

て提出させていただいきました。議会の条項につ

いてはこれから議会とすり合せていくという状況

です。

また、市町村との話し合いですが、県内の各地

区にある地域県政総合センターごとに市町村の企

画担当課長さんに集まっていただいて、今回の自

治基本条例の素案についてご説明させていただく

とともに意見交換をさせていただきました。とり

わけ県民投票についてのご意見を多くいただいた

ところです。さらに、今回の条例のもう一つのポ

イントになりますが、市町村との協議機関を新た

に設けますが、以前から市町村との協議はいくつ

かありましたので、屋上屋を重ねないようにとい

うご指摘をいただきました。これらのご意見を踏

まえて素案を修正していきたいと思います。

小島聡

自治基本条例の中で、町や市、県という言葉が

出てきます。この時の県や市には議会を含むのか

ということが一つのポイントになります。北海道

の場合は議会を規定しないで、行政基本条例とい

う形にしました。首長の下で作っていく条例案の

中で、二元代表制のもう一方の議会について細か

く書いてしまうのはやはり問題もあります。とは

いえ議会のことを全く入れなければ、自治基本条

例としては不十分で、もう一つの政治的代表機関

である議会について書く必要があります。だから、

議会の基本的な位置づけや役割、責任は書きます。

議会の具体的なことについては、議会が条文をつ

くり、はさみ込むか、別に議会基本条例を作るの

が望ましいと思います。大阪の岸和田市が自治基

本条例を作ったとき、条文中に、「議会は、自ら

の権能と責務に関する基本的な条例を定め」ると

いう規定を入れました。これは議会と相当交渉し
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てやったものだと思います。そうなると議会とし

ては作らざるを得ないのです。私は二元代表制の

下では議会が自立して作っていくということが大

切だと思います。

質問者Ｄ

県民の何％が提案したら県民投票をやるという

ようにするべきだと思う。県民投票というのは自

由に県民が実施できるものであると思う。県議会

で処理できないようなことに対して県民投票が必

要になっている。

また、県に苦情を言うと法律に書かれていない

から出来ないというように言われてしまう。進歩

することに抵抗しているのが今の行政の姿勢では

ないかと思う。その辺をどう改善するかが自治基

本条例の説明からは感じられなかった。

広域行政課副課長

県に相談しても「法律にそう書いてあるからで

きない」あるいは「法律には書いてないからでき

ない」と言われてしまうというお話でした。法律

でやってはいけないというものは、やはりそれは

できないとは思いますが、法律をたてにして「や

らない」と、もし県の職員が言うとしたら、それ

はあってはならない話だと思います。今回の自治

基本条例では、県民の方々の権利の保障を謳って

いますので、それによって、職員の意識も向上し

ますし、県民の皆様からしても、「自治基本条例

に書いてあるんだから県はちゃんと仕事をやれ

よ」と意見を言うことが保障されると思っていま

す。

県民投票につきましてはまだ検討段階でして、

発議権を誰にするのか、対象者を誰にするのか等

いくつかの課題があります。これらは今後の検討

になっていますので、いただいたご意見を検討に

反映させていきたいと思います。

小島聡

法律に書いてないからできないというのは許さ

れません。2000年に改正された新しい地方自治法

では国は地方分権の趣旨を踏まえて法律を作りな

さい、その法律を運用するときには地方分権の趣

旨を踏まえて法を執行しなさいと書いてあります。

法を解釈するというのは国に対してだけ言ってい

るわけではなく、自治体にも向けられているので

す。ある法律を国が中央集権的に解釈していたら、

自治体は地方分権的に解釈し主張することが堂々

とできるのです。今、自治体にとって求められる

ことは法律や政令、省令をどう地方分権的に解釈

するかです。そのことで国と自治体の間で紛争が

起きたら処理する機関もあります。そして今、第

二次地方分権改革で問題になっていることは、国

が地方分権的に法律や政令、省令を解釈してくれ

ていないし、まだまだ細かく書きすぎているとい

うことです。そこで自治体による法令の上書き権

が改革の論点となっています。

法律に書いてないことはできるというのが自治

基本条例の基本的な精神です。自治基本条例には、

法律や条例は自治基本条例の趣旨に基づいて解釈

しなければいけないという規定がだいたいありま

す。自治基本条例の趣旨は、住民に責任を負う地

域社会の政府として、国と対等の関係で、国から

自立してやっていかなければいけないということ

です。

また、県民投票についてですが、議論なき住民

投票には危険性もあると思います。住民投票をや

るならその前提として、政策に関わる情報が広く

流通し、それぞれの立場が自由に議論できて、有

権者の人たちが理解できることが必要であると思

います。発議権を首長さんに与える場合、独裁者

的な首長は本当のことを教えないで住民投票をや

ってしまうこともあります。住民投票をするなら

プロセスが大切です。

実務的な話としては、住民投票はやり方にもよ

りますが多額のコストがかかることもあります。
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住民投票をする前にきめ細かい民主主義のプロセ 機関を設けても密室にしてしまったら意味があり

スがあるかどうかが大切なのです。

質問者Ｅ

神奈川県では県の医療費の助成の仕組みを変え

ようとしています。市町村や地方議会からその変

更はやめて欲しいという意見が出ても、制度の見

直しをしていくという方向性が出されています。

自治基本条例ができた際に住民から出た意見をど

ういう判断、基準で咀嚼して知事の判断にしてい

くのかが重要であると思う。自治基本条例では県

民参加制度により意見を反映していきますといっ

ているのですが、市民参加の中で取り上げてきた

声を実際にどう判断して反映していくか疑問に思

う。住民が反対していても、議会が認めてしまえ

ば通ってしまうことがある。制度自体には反対し

ていないが、この制度を使って住民の声をどう判

断していくのか、伺いたい。

広域行政課副課長

県政上の重要事項については市町村と協議する

機関を新たに設けようと思います。これも今後の

検討課題となっておりますので、市町村の声を反

映させる仕組み作りをしていきたいと思います。

市町村でも住民の方々のご意見を市政に確実に反

映する仕組み作りをしていただいて、住民の方々

のご意見を、協議会を通じて県政に反映できる仕

組みにしていきたいと考えています。

小島聡

市町村が反対している場合は、市民の声、すな

わち県民の声を踏まえているという可能性があり

ます。そうすると、知事は多くの声に反してまで

なぜ政策を行うか説明する責任が生じます。では

誰に対して説明責任を果たすのかというと、協議

している市町村だけではなく、市民、県民に対し

て果たす必要があります。協議のプロセスをどこ

まで透明化できるか分かりませんが、常設の協議

ません。協議のプロセスを透明化し、市町村長、

市町村議会議員と協議することは県民の皆さんと

対話していることだという意識を反映した仕組み

作りが必要だと思います。
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参 考

地方分権フォーラムの概要

藤沢会場 

○ 日 時	 平成１９年１１月１日（木） 15 時から 17 時 

○	 会 場 藤沢産業センター（６階研修室２・３）

（藤沢市藤沢 109-6湘南 NDビル） 

○ 参 加 者	 ５８名 

○ 主 催	 神奈川県 

○ プログラム

時 間 プ ロ グ ラ ム （敬称略）

15:00～ 15:03
主催者挨拶

秋澤 潔史 企画部広域行政課副課長

15:03～ 16:00

講演

「分権型社会と自治基本条例」

小島 聡 法政大学人間環境学部教授

16:00～ 16:30
「神奈川県自治基本条例（仮称）」素案説明

秋澤 潔史 企画部広域行政課副課長

16:30～ 17:00 意見交換
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講演者プロフィール

藤沢会場

小島 聡（こじま さとし）法政大学人間環境学部教授

（財）行政管理研究センター研究員、法政大学第二教養部助教授、法政大学

人間環境学部助教授を経て現職。専攻は、行政学、地方自治論、自治体環境政

策。

川崎市自治基本条例検討委員会副委員長

（仮称）逗子市市民参加条例検討委員会委員


NPO 法人まちづくり情報センターかながわ理事長


川崎市自治推進委員会委員長などを歴任。


＜主な著書・論文＞

「分権時代の地方自治」（共著）、三省堂、2007 年

「新しい自治のしくみづくり」（共著）ぎょうせい、2006 年

「自治体経営改革」（共著）、ぎょうせい、2004 年

「市民立法入門」（共著）、ぎょうせい、2001 年

「分権社会と協働」（共著）、ぎょうせい、2001 年
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＊ この記録集は、地方分権フォーラムの概要を事務局で取りまとめた

ものであり、文責は神奈川県にあります。


本書に関するお問い合わせは下記までお願いします。


神奈川県企画部広域行政課

〒２３１－８５８８


横浜市中区日本大通１


電話：０４５（２１０）３１５０（直通）



